
平成26年度 決算公告

エタニティ少額短期保険株式会社

                （ 日現在）貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

現金及び預貯金 保険契約準備金

現金 支払備金

預貯金 責任準備金

有価証券 代理店借

国債 再保険借

地方債 短期社債

その他の証券 社債

有形固定資産 新株予約権付社債

土地 その他負債

建物 借入金

建設仮勘定 未払法人税等

その他の有形固定資産 未払金

無形固定資産 未払費用

ソフトウェア 前受収益

のれん 預り金

その他の無形固定資産 資産除去債務

代理店貸 仮受金

共同保険貸 その他の負債

再保険貸 退職給付引当金

その他資産 役員退職慰労引当金

未収金 賞与引当金

未収保険料 価格変動準備金

前払費用 繰延税金負債

未収収益 再評価に係る繰延税金負債

仮払金

敷金

前払年金費用

繰延税金資産

供託金 資本金

貸倒引当金 新株式申込証拠金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

新　株　予　約　権

平成26年度 平成27 年 3 月 31

773,920    442,371     

- 30,652      

773,920    411,718     

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

- -

986        -

- 538,939     

- 492         

- 1,448,546   

- -

56,084     46,669      

56,084     434,982     

- 152         

164        -

- 39,667      

822        17,467      

1,360,770  4,682       

324,187    11,220      

1,854      1,854       

- -

- -

324,673    -

-

340        

- 負債の部　合計 2,448,107   

11,480     （純資産の部）

- -

255,001    -

66,991     -

-

230,995     

-

230,995     

230,995     

-

27,000     200,000     

-          -

-

-

-

純資産の部　合計 430,995     

資 産 の 部 合 計 2,879,102  負債及び純資産の部合計 2,879,102   

-

430,995     

-

-

-

-



年
年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

経常収益

保険料等収入

保険料

再保険収入

回収再保険金

再保険手数料

再保険返戻金

その他再保険収入

支払備金戻入額

責任準備金戻入額

資産運用収益

利息及び配当金等収入

その他運用収益

その他経常収益

経常費用

保険金等支払金

保険金等

解約返戻金

その他返戻金

契約者配当金

再保険料

責任準備金等繰入額

支払備金繰入額

責任準備金繰入額

資産運用費用

事業費

営業費及び一般管理費

税金

減価償却費

退職給付引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

賞与引当金繰入額

その他経常費用

経常利益又は経常損失（△）

特別利益

特別損失

契約者配当準備金繰入額

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益又は当期純損失（△）

科　　　　　　　　　目 金　　　　額

10,368,997                          

10,302,249                          

5,528,731                           

4,773,518                           

損益計算書
平成27 3 月 31 日まで

平成26年度
平成26 4 月 1 日から

0

0

-                                   

27,080                              

10,062,989                          

6,301,922                           

719,608                                                  

3,691,054                                               

362,856                                                  

-

-

39,667                              

8,740                               

-

-

3,750,244                           

3,693,637                           

3,005                               

771,138                             

370,505                             

3,852                               

-

5,156,425                           

8,740                               

96,134                              

209,873                             

-

-

-

306,008                             

66,060                              

30,074                              

45,247                              

4,160                               

3,960                               

234                                 

2,081                               

306,008                             



（１）有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。

（２）無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
（９）

（10）

（１）有形固定資産の減価償却累計額は2,719千円であります。
（２）関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。

短期金銭債権総額                 - 千円
短期金銭債務総額 17,138 千円

（３）支払備金の内訳は、次のとおりであります。
支払備金（出再支払備金控除前） 325,925 千円
同上にかかる出再支払備金 295,272 千円
　　差　引 30,652 千円

（４）責任準備金の内訳は、次のとおりであります。
これらは、各商品毎に算出して計上しております。
普通責任準備金（出再控除前未経過保険料） 5,550,258 千円
同上にかかる出再責任準備金 5,161,740 千円
　　差　引　（イ） 388,518 千円
初年度収支残による普通責任準備金（ロ） -                千円
異常危険準備金（ハ）   23,200 千円
　　　計　　（イ＋ロ＋ハ）  411,718 千円

繰延税金資産の総額は 11,480 千円であります。

４．関連当事者等との取引に関する注記
　 （単位：千円）

親会社の
子会社

株式会社
全管協共
済会

-
共同保険に係る関
連業務委託契約

共同保険に関する保
険料、保険金、解約
返戻金、その他返戻
金、諸経費の立替
金、その他協議によ
り認めた勘定に係る
ネット取引（注２）

共同保険貸 324,673

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）　価格交渉の上、合理的な条件で業務委託契約を決定しています。

3,550

運営管理料
（注１）

155,400 未払金 12,950

種類
会社等の

名称

議決権等
の所有割

合

関連当事者
との関係

取引の内容

３．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、役員退職慰労引当金3,231千円、解約返戻普通備金2,926千円、
減価償却超過額2,029千円等であります。
なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が平成27年３月31日に公布され、平成
27年４月１日以後に開始する事業年度からの法人税率は、従来の25.5％から23.9％に引き下げられました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年４月１日に開始
する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については従来の30.73％から28.80％となります。
この税率変更により法人税等調整額は769千円増加し、繰延税金資産は同額減少しております。

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

２．貸借対照表に関する注記

取引金額 科目 期末残高

親会社
㈱全管協
SSIﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

被所有
直接100%

当社の経理、人
事、ｼｽﾃﾑ等の業務
の委任及び経営管
理指導

業務委託
（注１）

42,600 未払金

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、契約金額が300万円未満のため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却して
おります。

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計上
するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。その結果、当期末残高はありま
せんでした。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上し
ております。
賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

役員退職慰労引当金は、役員の退職給付に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

価格変動準備金は、国債等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき
計上することとしておりますが、当事業年度は対象資産がないため計上しておりません。



５．1株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額は107,748円86銭であります。

（２）１株当たりの当期純利益の額は52,468円45銭であります。

該当事項ありません。
６．重要な後発事象等に関する注記

算定上の基礎である純資産の部の合計額及び普通株式に係る当期末の純資産額はいずれも430,995
千円、１株当たり純資産額の算定に用いた当期末の普通株式の数は4,000株であります。

（注２）　業務委託契約および付帯覚書による共同保険諸勘定に係る経理決済ルールに基づき、
　　　　　合理的な条件で決定しています。

算定上の基礎である当期純利益の額は209,873千円、１株当たりの当期純利益の額の算定に用いた
当期末の普通株式の期中平均株数は4,000株であります。


